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 近年，海上コンテナを用いた国際物流ではスケールメリットの追求による輸送船舶の大型化が進んでい

る．このため国土交通省では，神戸港(阪神港)を国際コンテナ戦略港湾に位置づけて，基幹航路の維持・

拡大を図っている．大水深高規格コンテナターミナル整備事業による大型船の円滑な入出港のために，航

路等の拡幅・増深を行っている．この航路拡幅・増深事業の一環として，航路拡幅に支障となる既設防波

堤(第六南防波堤)を撤去するものである．撤去作業にあたっては「安全確保」を前提とした上で，工期短

縮・コスト縮減での検討が必要であった． 
本稿では，既設防波堤撤去の実施に際しての課題と対応策を報告するものである． 

 

キーワード 既設構造物撤去，コスト縮減，現地破砕，砕岩棒  
 

 

1.  はじめに 

 

我が国の港湾は，海上コンテナを用いた国際物流スケ

ールメリットの追求による輸送船舶の大型化への対応か

ら，基幹航路の維持・拡大を求められている．この中で，

神戸港は，大水深高規格コンテナターミナル整備事業に

よる大型船舶の円滑な入出港のために，航路の拡幅・増

深事業を行っている． 

 第六南防波堤は港内静穏維持のために1960年代～1970

年代にかけて建設されたが，完成から約40年が経過し，

神戸港ポートアイランド(第2期)及び神戸空港島などの

埋立造成が進んだ事により，第六南防波堤がなくても港

内静穏を確保出来る状況下にある．(写真-1) 

 このため，今般，航路拡幅・増深に際して支障となる

既設防波堤(第六南防波堤)の撤去を行う事となり，2012

年度から実施しているところである．(写真-2,図-1) 
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図-1 防波堤(スリットケーソン)断面図 

 
        写真-1 神戸港全体図 

 

本稿では，2012年度に引き続き実施した2014年度工事

(砕岩棒による現地破砕)について，供用中の航路に隣接

する区域における施工という条件の下「安全確保」を前

提とした上で「コスト縮減」「工期短縮」の実現という

課題とその対応策を報告するものである． 

 

  

写真-2 第六南防波堤(現地破砕実施前) 
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2. 工事内容と施工条件  

 

(1)工事内容 

 本工事は，神戸中央航路の拡幅・増深事業の一環とし

て，航路拡幅の支障となる既設防波堤(第六南防波堤)を

撤去するものである． 

 ・スリットケーソン撤去 6函 (3,156m3) 

 ・上部コンクリート撤去 6函 (1,774m3) 

 ・蓋コンクリート撤去      6函 (365m3) 

     ・中詰砂撤去・流用   6函 (5,777m3) 

     ・被覆石撤去・流用   1式 (861m3) 

     ・基礎捨石撤去・流用  1式 (4,732m3) 

 なお，ケーソン内部の中詰砂及びケーソンマウンドの

被覆石・基礎捨石は，撤去後，別件工事で施工している

浚渫工事の土捨場の土砂流出防止対策として流用する．

(図-2,図-3) 

 

 (2)施工条件 

 第六南防波堤は神戸港の玄関とも言える神戸中央航路

に隣接しているため，工事の実施に際しては，一般船舶

の航行に影響を与えてはならないという制約があった． 

 このため，第六南防波堤の撤去作業に際しては、第六

南防波堤西側から施工することを原則としているほか，

撤去作業を行う作業船の本体およびアンカー等を航路内

にはみ出して施工することが出来ない． 

 また，一般航行船舶への配慮から，大型起重機船によ

る作業を実施する場合は，作業日を大型船の航行が比較

的少ない土曜日及び日曜日に限定する必要があった他，

施工実施に際しては日々，船舶の入出港情報を把握し 

作業船の航行を調整する必要があった．(写真-3) 
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図-2 中詰砂、被覆石・基礎捨石の流用先 

 

 

 
 

写真-3 ポートアイランド2期地区入港中の大型船舶 
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図-3 既設防波堤撤去平面図

水深-16mへ増深 

上部コンクリート撤去 L=60.7m 

(スリットケーソン 6函） 

スリットケーソン撤去 6函 

蓋コンクリート撤去  6函 

中詰砂撤去・流用   6函 

被覆石撤去・流用   L=40.8m 

基礎捨石撤去・流用  L=40.8m 

上部コンクリート撤去 

(過年度先行撤去) L=121.3m 

(スリットケーソン 12函) 
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3.2012年度工事実績  

                               

 2012年度に実施した第六南防波堤撤去工事においては

堤頭部ケーソン1函，スリットケーソン1函の撤去を実施

しており，起重機船による「吊り上げ方式」により撤去

を実施した．(写真-4) 

 「吊り上げ方式」により撤去を行う場合，撤去したケ

ーソンを仮置きするための陸上ヤードが必要となるが，

神戸港を含む大阪湾内の港湾において使用可能な陸上ヤ

ードで，且つ，撤去するケーソン(1,288t/函)に相当する

耐荷力を有する陸上ヤードの確保が困難であった．2012

年度工事の際には，期限付きで民有ヤードを有償借用す

ることが出来たが，長期にわたる専属的な確保は出来な

い状況にある． 

 また，撤去後のケーソンを現地調査したところ，ケー

ソンに甚大なクラックが確認された．今般，確認された

クラックの原因としては，埋立造成が進む前は，第1線

防波堤として，厳しい条件下で，供用されていること，

経年による劣化が進行したためだと考えられる． 

このため，今回撤去したケーソン以外にも同様な損傷

が見込まれる事から，後続工事の実施にあたっては，

「吊り上げ方式」に替わる撤去方法の検討のほか，安全

面について再度検討を行う必要があった．(写真-5) 

 

  
 

 
写真-4 ケーソン吊り上げ及び台船積込 

  

写真-5 ケーソン底版部のクラック状況 

4. 既設防波堤撤去における課題 

  

(1)撤去ケーソン現地調査結果 

 撤去されたケーソンを調査したところ，側壁下部から

フーチングにかけて，ひび割れが，多数認められ，その

幅も最大9.0mmであった．このことから，このクラック

は，フーチング部を貫通するクラックであると想定され

た．また，スリットケーソンから試験体を取り出し，圧

縮強度試験を実施したところ，19個の試験体の内，4個

が強度不足であった． 

前述のとおり，第六南防波堤撤去にあたっては，神戸

港中央航路を航行する一般船舶に影響を与えない安全な

施工方法とする必要があり，過年度工事と同様に，起重

機船による「吊り上げ方式」により事業を継続した場合，

クラック等の影響によりケーソン底版が崩落し，大規模

な海上工事事故につながる可能性がある． 

 

(2)コスト面、工期面での課題 

 第六南防波堤は堤頭部ケーソン1函，スリットケーソ

ン39函，標準部ケーソン47函の計87函から成り，2012年

度に撤去した堤頭部ケーソン1函，スリットケーソン1函

を除くと，残り85函のケーソンを撤去する必要がある．

一方で2012年度工事においては堤頭部ケーソン1函，ス

リットケーソン1函計2函の撤去に工費6.3億円，工期11ヶ

月を要している(上部工先行撤去20函分等含む)． 

起重機船による「吊り上げ方式」により，事業を継続

した場合，陸上ヤードの長期にわたる専属的な確保が不

可能である．また，前述した施工条件により，「吊り上

げ方式」による撤去作業には，制約があるため事業遅延

が懸念されるところであり，航路の供用が遅れる可能性

がある． 

 このため，残り85函のケーソン撤去に際しては，より

効率的な施工方法による「コスト縮減」と航路早期供用

のための「工期短縮」について検討を行う必要があった． 

 

5.既設防波堤撤去における課題への対応策  

 

(1) 砕岩棒及び硬土盤グラブによる現地破砕 

 スリットケーソン撤去作業に際しては，起重機船によ

る「吊り上げ方式」に替えて，グラブ浚渫船による「現

地破砕方式」を採用することとした． 

通常浚渫工事において使用されるグラブ浚渫船を用い，

同船が装備する「砕岩棒」をスリットケーソン上で自由

落下させることにより，これを破砕し，「硬土盤グラ

ブ」を使用して海中からコンクリートガラを撤去する施

工方法とした． 

グラブ浚渫船を浚渫工事以外で使用することは極めて

少なく．また，供用中の航路に隣接する場所において，
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正立する構造物の破砕等を行った事例は国内において他

にない． (図-4,写真-6,7,8,9) 

「現地破砕方式」を採用することにより，起重機船に

よるケーソン「吊り上げ方式」に比べ，クラックによる

ケーソン崩落の危険性を回避し，グラブ浚渫船を用いる

ため，作業船が小型化し，かつ作業船船足が速くなるた

め，一般船舶による制約を受けずに施工を行うことがで

きた． 

 また，現地破砕によりケーソンを仮置きする陸上ヤー

ドを確保する必要がなく，長期にわたり専属的に作業ヤ

ードを確保するという問題を解決した． 

 

  

 

図-4   ケーソン現地破砕施工手順イメージ図 

  

 

  
  写真-6  グラブ浚渫船によるケーソン現地破砕の様子 

 

  

写真-7 砕岩棒による破砕状況 

  

写真-8 硬土盤グラブによる撤去状況 

  

  

   写真-9 コンクリートガラ積込状況 

 

(2) 現地破砕による周辺環境への影響対策 

(a)撤去ケーソン周辺に汚濁防止膜設置 

 現地破砕による周辺環境の影響として，周辺水域の濁

りが懸念されたため，撤去するケーソン周辺に，汚濁防

止膜の設置を義務付けた．これにより水域の濁り拡散を

押さえるとともに，ケーソン撤去により発生するコンク

リートガラが，供用中の航路へ飛散することの防止につ

とめた．(図-5) 

 (b)施工箇所周辺での水質調査及び騒音調査 

 別件業務にて，ケーソン撤去作業時には施工場所周辺

での水質調査および騒音調査を実施した． 

砕岩棒(重量48t)

硬土盤グラブ 

(容量7.5m3) 

グラブ浚渫船 

グラブ浚渫船 

汚濁防止膜 

1.砕岩棒及び硬土盤グラブによるスリットケーソン破砕・撤去

砕岩棒 

硬土盤グラブ 
汚濁防止膜 

グラブ浚渫船 

土運船 

起重機船

2.瀬取り運搬(コンクリートガラ撤去→土運船積込→起重機船運搬) 

汚濁防止膜 

グラブ浚渫船 

土運船 

起重機船
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 水質調査及び騒音調査は，(図-6)に示す地点にて実施

した．水質調査は，工事箇所を含め計４地点で，１地点

毎に上層と下層での調査とし，ケーソン撤去作業日毎に

実施する日調査と週１回に実施する週調査を実施した．

日調査は，簡易濁度計を用いて現地測定し，事前調査に

て定めたSS-濁度換算式により求めた換算SSにより現地

においての濁り監視を行った. 週調査は，バンドーン採

水器により上層および下層の海水を採水し，室内試験に

よりSS等の分析を行った．調査に当たっては，C地点を

バックグラウンド(以下B.G)として設定し，施工水域周

辺の濁りを監視するため，B.G地点の測定値に対し，各

監視地点(A,B,D)の測定値が，基準値(B.G地点測定値

+10mg/L)を超えないか，監視を行った．                    

また，撤去作業に伴うコンクリート粒子のアルカリ成

分の拡散がないかを確認するため，pH値の測定を実施

し，各監視地点とB.G地点の比較を行った． 

また，陸上騒音調査と水中部騒音調査を実施した．陸

上騒音調査は砕岩棒でのスリットケーソン撤去作業時に

8～18時まで毎正時10分間測定し，工事騒音による影響

が，懸念される住宅地が多い六甲アイランド地区の工事

現場近傍の岸壁際(敷地境界)で実施した．周辺海域の魚

類等への影響が懸念されたため，海中での砕岩棒作業時

に水中部の騒音調査を実施した．水中部騒音調査地点は，

工事区域から離れた3地点で実施し，①は工事区域から

200m，②は500m，③は800m離れた地点で測定を行った． 

 

 

図-5 汚濁防止膜設置のイメージ図 

  

図-6 水質調査及び騒音調査位置図 

6.現地破砕による成果 

 

(1)コスト縮減、工期短縮の実現 

 現地破砕方式による施工方法を採用することにより，

起重機船による吊り上げ方式に比べ，前述した大型一般

船舶の入出港による制約を受けずに施工することができ

たため，工期を大幅に短縮することができた． 

 また，過年度工事における撤去費用と比較すると，大

型起重機船及びケーソン運搬に必要な台船等の必要がな

いため，大幅なコスト縮減を達成することができた． 

以上により，既設防波堤撤去において，砕岩棒と硬土

盤グラブによる現地破砕は，優良な施工方法だと言える． 

(表-1) 

 

表-1 工事費及び工期比較 

(工期は2012,2014年度工事実績)   

撤去工法 工事費／函 工期／函
①現地破砕方式 約３５百万円 約５日
②吊り上げ方式 約８３百万円 約３９日

①-② ▲約48百万円 ▲約３４日  

  ・工事費については，上部工撤去，中詰砂撤去等を除い

た純粋なケーソン撤去・破砕の費用． 

    ・工期については，吊り上げ方式は，3週連続の台風に 

よる延伸を含む． 

 

(2)水質調査、騒音調査による結果 

 ケーソン撤去に当たり，周辺水域の濁り及び撤去コン

クリートガラに含まれるアルカリ成分の影響によるpH

の上昇が懸念されたが，調査の結果，濁りに関しては，

換算SSの監視基準B.G値+10mg/Lを超えることはなく．

また，pH値においても，B.G地点での測定値との差はな

かった．これは，撤去作業時において，ケーソン周辺へ

の汚濁防止膜で囲むことにより，濁り拡散やコンクリー

トガラ粒子の流出を防ぐことができたためであると考え

られる．(図-7,8) 

 砕岩棒使用時における騒音が懸念されたが，基準を上

回る騒音は検出されなかった．陸上騒音調査の結果，主

な騒音源は，近傍のコンテナバースの作業音，航行する

船舶の音であり，騒音の評価値は，55～68dBであった．

規制基準値85dBを大きく下回っており，住宅地等に工

事による騒音被害はなかった．これは，砕岩棒による作

業において，気中部の破砕時は，落下高さを調整したこ

とにより，騒音発生を抑えることができたためと考えら

れる．(表-2) 

また，水中部騒音調査を実施したが，調査結果により

工事音平均で，上述した①地点で，139dB，②地点で

132dB，③地点で128dBとなっており，魚類が驚いて深み

に潜るか，音源から遠ざかる反応を示す威嚇レベルであ

る1)140dB～160dBを下回っている．また，施工場所周辺

六甲アイランド地区 
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を航行する船舶航行音125dB～144dBと同程度の音圧であ

るため，工事による魚類等への影響はないと言える． 

(図-9) 
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図-7  水質調査(日調査)におけるB地点とC地点 

の水質経時変化(換算ＳＳ) 
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図-8  水質調査(日調査)におけるB地点とC地点の水質 

経時変化(pH) 

    

   表-2 六甲アイランド地区における陸上騒音調査結果 

           (2015年1月6日 砕岩棒による撤去作業時観測結果) 

単位：dB(A)

上端値 中央値 下端値

LAeq L5 L50 L95

8:00～8:10 51.3 55 50 49 55 L5 コンテナバース作業、航空機、風雨

9:00～9:10 60.6 68 55 53 68 L5 コンテナバース作業、汽笛（放送）、風雨

10:00～10:10 55.2 58 55 53 58 L5 コンテナバース作業、風雨

11:00～11:10 55.1 58 55 53 58 L5 コンテナバース作業、風雨

12:00～12:10 60.2 68 49 48 68 L5 コンテナバース作業、汽笛（放送）、航空機、風雨

13:00～13:10 54.3 56 54 52 56 L5 コンテナバース作業、風雨

14:00～14:10 53.2 55 53 51 55 L5 コンテナバース作業

15:00～15:10 53.3 57 52 50 57 L5 コンテナバース作業、船舶

16:00～16:10 51.0 54 50 48 54 L5 コンテナバース作業

17:00～17:10 49.2 53 48 44 53 L5 コンテナバース作業、航空機、船舶

18:00～18:10 60.0 68 45 42 68 L5 コンテナバース作業、汽笛（放送）

※等価騒音レベル及び時間率騒音レベルについては、除外音を除かず全ての音を含めている。

時間率騒音レベル等価騒音
レベル騒音

実測時間
評価値

決定方法
評価値

確認された主な音源
（工事騒音以外の音）
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図-9 施工場所周辺の水中部騒音調査結果 

 
 

7.まとめ 

 

 本稿では，供用中の航路近傍での既設防波堤の撤去に

あたり，安全確保を前提として，「コスト縮減」、「工

期短縮」の実現という課題と検討に基づく対応策及び成

果について報告した． 

 既設防波堤撤去にあたっては「砕岩棒」「硬土盤グラ

ブ」による現地破砕方式を採用することにより，供用中

の航路近傍という現場条件に対して安全性を確保して施

工し，作業ヤードの確保，撤去作業日による制約を解決

することができたといえる．過年度工事で施工した起重

機船による吊り上げ方式に比べて，大幅なコスト縮減，

工期短縮を実現した． 

 また，現地破砕による周辺環境への影響が懸念された

が，汚濁防止膜設置による対策により，水質への影響を

及ぼすことなく，施工することができた．騒音調査の結

果からも，工事による騒音の影響は無いと言える． 

 上記により，本事例は，今後，継続して行う防波堤撤

去作業において，優良な施工法であることが確認された．

本事例は他の港においても既設構造物の老朽化，陳腐化

が懸念され，撤去の必要があると考えられる場合におい

て採用可能な施工方法であり，モデルケースになると考

えられる． 

 早期航路供用に向けて，本事例を今後の防波堤撤去計

画に活かしていきたいと思う． 
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※B.G値との最大差1.7mg/L 

(2015年1月26日測定時) 

※B.G値との最大差0.1. 
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